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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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人件費
・人件費については、対前年比で２．７ポイント減となり、概ね類似団体の平均レベルとなっている。今後も定員適正化計画（平成17年度～平成26年度、△26.5％）に
基づき、職員定数の削減を行い、事務事業の見直し、民間移譲等の推進を行う。

物件費
・物件費については、類似団体平均より１．８ポイント低い水準となっている。今後とも、改革集中プランに沿って、事務事業全般にわたって、民間委託等を推進し、
賃金、需要額、委託料などの抑制に努める。

扶助費
・類似団体平均より５.１ポイント高い水準にあり、前年比増（2.0％）である。要因としては、社会福祉費（1.2％）児童福祉費（1％）の増加等があり、また生活保護費に
ついても対前年比増（1.1％）である。依然として、保育所運営費と生活保護費が高額のまま推移しており、生活保護の資格審査等の適正化や保育所の民間移譲等
を進めることで上昇傾向に歯止めをかけるよう努める。

公債費
・公債費については、類似団体平均より低い水準にあるが、今後は合併特例債等の償還が増加する見込みにあるため、地方債の新規発行を伴う普通建設事業の
抑制に努める。

補助費等
・補助費等については、類似団体より低い水準にあるが前年比増（0.5％）である。要因としては、一部事務組合に対する負担金の増等によるものである。今後も、集
中改革プランに沿って各種補助金の必要性、費用対効果などについて検証し、補助費等の整理合理化に努める。

その他
・その他に係る経常収支比率が類似団体平均より低い水準にあり、前年比減（△0.5％）である。しかし、繰出金について国民健康保険特別会計の財政状態の悪化
に伴い、赤字補てん的な繰出金の増前年比増（1.1％）や、後期高齢者広域連合会負担金の前年比増（1.1％）となっている。今後、企業的性格の強い特別会計につ
いて、独立採算制の確保に一層努めるとともに、経営の健全化、効率化を推進していく。

普通建設事業
・普通建設事業費の人口１人当たり決算額は類似団体平均を上回っているが、これは、市域が広く重点的な施設整備が難しいことによるものである。しかし、小学
校校舎・運動公園等の大型事業の完了などにより前年比減（△37.6％）となっている。今後も、各施設の老朽化などに伴う学校施設や総合庁舎等の建設を控えてい
るが、普通建設事業計画の見直しなどを行うことで、普通建設事業費の抑制に努める。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 7,455,224 63,094 69,340 ▲ 9.0
賃金（物件費） 391,601 3,314 3,480 ▲ 4.8
一部事務組合負担金（補助費等） 103,789 878 4,553 ▲ 80.7
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 1,103 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 0 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 367,352 3,109 2,758 12.7
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 151,467 1,282 1,565 ▲ 18.1
▲退職金 ▲ 945,170 ▲ 7,999 ▲ 9,030 ▲ 11.4
合計 7,524,263 63,679 73,769 ▲ 13.7

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 7.11 7.27 ▲ 0.16
ラスパイレス指数 95.2 98.6 ▲ 3.4

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

3,615,418 30,598 47,597 ▲ 35.7

積立不足額を考慮して算定した額 - - - -
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

- - 91 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 730,759 6,184 12,972 ▲ 52.3
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

490,024 4,147 2,125 95.2

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

- - 2,604 -

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

5,699 48 23 108.7

▲特定財源の額 ▲ 347,743 ▲ 2,943 ▲ 6,047 ▲ 51.3
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 2,225,844 ▲ 18,838 ▲ 33,880 ▲ 44.4

合計 2,268,313 19,197 25,484 ▲ 24.7

※実質公債費比率については1月31日現在の数値

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

9,658,610 82,974 - 62,051 - -

うち単独分 2,178,534 18,715 - 40,532 - -

11,794,162 101,174 21.9 52,296 ▲ 15.7 37.6

うち単独分 2,606,894 22,363 19.5 33,281 ▲ 17.9 37.4

11,314,436 97,042 ▲ 4.1 49,332 ▲ 5.7 1.6

うち単独分 2,415,652 20,719 ▲ 7.4 29,329 ▲ 11.9 4.5

13,234,680 113,015 16.5 50,068 1.5 15.0

うち単独分 3,251,053 27,762 34.0 30,080 2.6 31.4

8,326,925 70,472 ▲ 37.6 53,925 7.7 ▲ 45.3

うち単独分 2,860,335 24,207 ▲ 12.8 34,260 13.9 ▲ 26.7

過去５年間平均 10,865,763 92,935 ▲ 0.7 53,534 ▲ 2.4 1.7

うち単独分 2,662,494 22,753 6.7 33,496 ▲ 2.7 9.4
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